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 令 和 ４ 年 第 ３ 回 定 例 会  

令和４年度補正予算（案）の概要 

   

  第３回定例会では、国の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金」などを活用し、原油価格、物価高騰等の影響を受けている低所得の高

齢者世帯等を支援する「高齢者世帯等生活支援事業費」等の経費や、新型コ

ロナウイルス感染症拡大に対応するため、「新型コロナウイルス感染症対策

事業費」等を増額する経費を計上したほか、将来の災害や庁舎建設に必要な

資金として北海道市町村備荒資金組合への納付金などを計上しました。 

 

 

 

 

 

【補正予算の主な内容】 

 

 一般会計 

 

◇ 新型コロナウイルス感染症対策関連予算 

 

 

 ≪「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業（市独自）≫ 

 

庁内ＷＥＢ会議促進事業費              ５２３万４千円 

    対面会議抑制のため、ＷＥＢカメラ等を配備するほか行政事務のデジタル化 

推進のため、主要会議室に無線ＬＡＮ、液晶モニター等を整備 

 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計    ２３億６，５５８万２千円 

国民健康保険事業特別会計     １億８，８０３万３千円 

住 宅 事 業 特 別 会 計         ８３５万１千円 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 ２億８，７６１万円  

後期高齢者医療事業特別会計 ６，６０２万円 

合     計 ２９億１，５５９万６千円 
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高齢者世帯等生活支援事業費         ２億８，７９５万８千円 

原油価格、物価高騰等の影響を受けている低所得の高齢者世帯等を支援する

ため、一世帯当たり２万円を支給 

対象世帯 

市内に住所を有する住民税非課税世帯（生保世帯を含む。）で以下の 

いずれかに該当する世帯 

①７５歳以上の者のみで構成される世帯 

②重度心身障害者医療費受給者証を交付されている障害者がいる世帯 

（生保世帯については、同等の障害がある者がいる世帯） 

対象世帯数 １万４千世帯 

支給予定  令和４年１１月以降 

 

 

保健所体制強化事業費（電話設備改修事業費）   １，３００万２千円 

新型コロナウイルス感染症に係る電話対応の増加に対応するため、電話通信

設備を改修 

 

 

災害対応分散型会議システム整備事業費        ４９８万２千円 

    災害対策本部設置時などにおける対面会議抑制のため、消防本部と消防署の

間で双方向の会議が可能となるようネットワーク回線、機器等を整備 

 

 

教育委員会ＩＣＴ化事業費                ２８５万円 

    オンライン会議の開催など、行政事務のデジタル化推進のため、タブレット

端末等を整備 

 

 

 ≪その他事業≫ 

 

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業費 

６０３万円 

   ・現年度実施分（繰越明許費 960万円） 

・申請期限の延長に伴う支出見込額の増（令和４年８月末→９月末） 

 

 

新型コロナウイルス検査事業費            ３５３万５千円 

    （２定）1,008万 8千円→（補正後）1,362万 3千円 

 感染症患者の増加に伴う試薬等購入経費の増 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策事業費       ７，４５２万３千円 

    （２定）1億 6,128万 6千円→（補正後）2億 3,580万 9千円 

 感染症患者の増加に伴う医療費、検査委託料などの支出見込額の増 
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感染症患者宿泊療養施設等移送事業費           ７８９万円 

    （２定）1,254万円→（補正後）2,043万円 

 感染症患者の増加に伴う移送見込回数の増 

 

 

クラスター対策事業費            1億９，３４９万９千円 

    （２定）1億 5,040万 1千円→（補正後）3億 4,390万円 

  現在、委託により対応している下記業務の期間を延長 

   委託業務 

    ・新型コロナウイルスに関する一般的な相談窓口業務 

    ・保健師等の派遣業務 

    ・自宅療養者への療養物資配達業務 

    ・自宅療養者や濃厚接触者の健康観察業務 

（検査キットを用いた自己検査による陽性者の登録窓口業務を新たに

追加） 

 

 

受診・相談センター設置事業費（現年度追加分）    １，９８０万円 

    （当初）1,980万円→（補正後）3,960万円 

  発熱者の受診・相談体制を維持するため、２４時間対応の発熱者相談セン

ターの業務委託期間を延長 

 

 

高齢者施設等職員ＰＣＲ検査事業費          ３，５４０万円 

    （当初）4,000万円→（補正後）7,540万円 

  高齢者や障害者の入所施設等に従事する職員を対象とした定期的なＰＣＲ

検査の実施期間を延長 

 

 

 

◇ その他の補正予算 

 

北海道市町村備荒資金組合納付金         ４億８，３３５万円 

     限度額（３億円）まで普通納付金を増額するほか、庁舎建設に必要な資金

として超過納付金を納付 

 

 

子育て環境整備事業費                  １５０万円 

    下記施設の備品や玩具等を購入 

    （購入施設） 

    ・公立保育所（奥沢、銭函、手宮、赤岩、最上） 

    ・子育て支援センター（あそぼ、げんき） 

    ・子育て世代包括支援センターにこにこ 

・放課後児童クラブ 

・こども発達支援センター 
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１００年企業表彰式開催事業費補助金         ２５３万２千円 

（当初）400万円→（補正後）653万 2千円 

 表彰企業見込数の増に伴う表彰楯及び記念誌作成数の増 

 

 

防火水槽廃止事業費               １，０９３万４千円 

    経年劣化した防火水槽の閉塞工事を実施（花園１丁目１０番地先） 

 

 

館内デジタル案内板整備事業費（美術館）         １５０万円 

    館内案内や企画展のお知らせ等を表示するデジタル案内板を整備 

（正面玄関２台、手宮線側玄関１台） 

 

 

 

（国等への返還金）国や道から超過交付となった国庫支出金等の返還 

 

令和３年度超過交付額返還金            ３億８，３０５万２千円 

 

過年度超過交付額返還金                  １６７万２千円 

 

（そ の 他） 

［歳  入］地方特例交付金             ７３１万１千円 

普通交付税           ３億１，００２万１千円 

    住宅事業特別会計繰入金         ８３５万１千円 

財政調整基金繰入金      △２億１，０３８万４千円 

繰越金            １６億９，５０８万３千円 

臨時財政対策債        △１億２，８９２万４千円 

 

［積 立 金］財政調整基金積立金       ８億４，７５４万２千円 

     寄附に伴う積立金               ２１万３千円 

      子育て支援事業資金基金積立金ほか３件                 

 

［繰 出 金］特別会計への繰出金        △２，１４１万６千円 

住宅事業特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のほか、 

一般会計では、国庫支出金や寄附金、助成金の交付による事業費の財源振替、

特別会計では、一般会計と同様に国等への返還金のほか、令和３年度決算に伴い

繰越金や積立金などを予算計上しています。 

 


